
令和(１)年度 常滑市 コード番号 市 町 村 類 型 Ⅱ-2

決 算 状 況 愛知県常滑市新開町4丁目1番地 Ⅰ-4

　　　27年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 　区　分

国  (27年10月１日) 56,547 55.89 1,012 37,975 就 27年 844 人 8,591 人 17,091 人

　　　22年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 業 国調 3.2 ％ 32.4 ％ 64.4 ％

調  (22年10月１日) 54,858 55.63 986 36,716 人 22年 1,005 人 8,614 人 16,569 人

  増   加   率 3.1 ％ 0.5 ％ 2.6 ％ 3.4 ％ 口 国調 3.8 ％ 32.9 ％ 63.3 ％

住台 59,313 人  昭和40.10.1以降

民 24,931 世帯  の合 併 状 況

基 59,037 人 市町村制施行

本帳 24,392 世帯 年  月  日

　　区 　　　     分 平成30年度 令和元年度     指   数  等  指定団体等の状況

千円 千円 10,462,783 千円 中部

10,276,439 千円 市町村圏

13,249,293 千円 都市整備

13,689,342 千円  土地開発公社

262,920 千円 設立       

0.97 解散

0.98

7.0 ％

10.1 ％ 事務の共同処理の状況

4,822,879 千円 ・し尿処理・ごみ処理

2,070,000 千円 ・その他

22,242,709 千円

10,485,153 千円

400,000 千円

97.0 ％

- ％ 12.4 ％ 111.0 ％

17.88 ％ 25.0 ％ 350.0 ％

　一　　　般　　　職　　　員　　　等 　　特　　　別　　　職　　　等

区　　　分  職員数 Ａ  給料月額 Ｂ
 1人当たり
支給月額

B/A  　　改定実施年月日 1人当たり平均給料月額 

（うち一般行政職） (193) 人 (56,003) 千円 (290,172) 円 平成 31年4月1日 919,000 円

　一　般　職　員 440 119,915 272,535 平成 31年4月1日 753,000 円

うち技能労務職 14 3,642 260,157 平成 31年4月1日 673,000 円

うち消防職員 91 25,112 275,951 平成 31年4月1日 489,000 円

　教 育 公 務 員 9 2,068 229,711 平成 31年4月1日 429,000 円

　臨　時　職　員 平成 31年4月1日 392,000 円

合　　　計 449 121,983 502,246

 事   業   名
法適用
の有無

資金不
足比率   収  支  額

公 病院 有 -　% △765,017 千円 800,000 千円 414 人 41,066 千円

営 訪問看護ステーション 無 0 0 5 370,255 千円

事 上水道 有 -　% 259,530 15,719 13 6,879 世帯

業 国民健康保険 無 41,066 370,255 11 11,121 人

の 後期高齢者医療 無 1,401 148,592 3 163,415 円

状 介護保険 無 81,252 682,875 10 101,082 円

況 農業集落排水 無 -　% 3,259 116,277 1 291,907 円

下水道 無 -　% 583,754 1,260,608 10

モーターボート競走 有 -　% 3,840,736 0 49

注）健全化判断比率の下段は早期健全化基準です。

注）資金不足比率の早期健全化基準は、モーターボート競走事業は0%、その他の公営事業会計は20%です。

被保険者当たり保険税調定額

   区      分

 市  　　　  長

 副　　市　　長

 教    育    長

普通会計からの
 繰入額

  職 員 数 区　　　　分 国保会計

収  支  額

昭和48年4月2日

実質公債費比率 将来負担比率実質赤字比率 連結実質赤字比率

被保険者一人当たり費用

普通会計からの繰入額

加  入  世  帯  数

被  保  険  者  数

一世帯当たり保険税調定額

19,588
　-　％

12.88　％

議　会　議　長

(18人)議 会 副 議 長

議　会　議　員

9 積立金取崩額(財調) Ｉ 1,080,000 0

健全化判
断比率10 実質単年度収支(F+G+H-I) Ｊ △998,104

8 繰上償還金 Ｈ 0 0
ラスパイレス指数（1年度）

5

　　看護専門学校

7 積立金(財調) Ｇ 0 0
債務負担行為額 　　後期高齢者医療

収益事業収入額

6 単年度収支 Ｆ 81,896 19,588
　うち財政調整基金

地方債現在高

実質収支 (C-D) Ｅ 940,510 960,098

臨時財政対策債発行可能額

財政力指数　
　3か年平均

公債費比率

積立金現在高

4 翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 35,760 23,301
　単年度

実質収支比率

3 歳入歳出差引額 (A-B) Ｃ 976,270 983,399

基準財政収入額

2 歳出総額 Ｂ 23,140,360 23,327,931
標準税収入額

標準財政規模

R2.1.1 なし

H31.1.1 昭和29年4月1日

  区       分

1 歳入総額 Ａ 24,116,630 24,311,330

　　区　　　　分 　人　　口 　面　　積 　人口密度
　人口集中

　　  産　  　業　　  構　 　 造
　地区人口

平成30年10月26日

市　町　村　名 232165

所　  在    地 
(１)年度交付税
種　地　区　分

　　　第１次 第２次 第３次

基準財政需要額



 市 町 村 名  類　 型 Ⅱ－2 指定金融機関名

  区        分  決 算 額
経常一般
財 源(K)

(K) の
構成比

  区      分  決 算 額 構成比 充当税等額
経　常　一
般　財　源

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

12,656,030 52.1 11,654,614 84.7 人   件   費 3,120,082 13.4 2,779,883 2,771,603 (20.1) 19.7

290,619 1.2 290,619 2.1 うち職員給 2,229,398 9.6 1,918,511 1,918,511 (13.9) 13.7

7,332 0.0 7,332 0.1 扶   助   費 4,234,742 18.1 1,527,427 1,525,243 (11.1) 10.9

51,068 0.2 51,068 0.4 公   債   費 2,084,555 8.9 2,084,013 2,083,878 (15.1) 14.8

26,480 0.1 26,480 0.2 内 元利償還金 2,084,555 9.0 2,084,013 2,083,878 (15.1) 14.8

1,046,131 4.3 1,046,131 7.6 訳 一時借入金利子 0.0 (0.0) 0.0

  小      計 9,439,379 40.4 6,391,323 6,380,724 46.3 45.4

物   件   費 3,689,527 15.8 2,674,708 2,491,959 (18.1) 17.8

58,397 0.3 58,397 0.4 維 持 補 修 費 137,564 0.6 114,807 113,885 (0.8) 0.8

18,010 0.1 18,010 0.1 補 助 費 等 2,167,367 9.3 1,924,859 1,493,618 (10.9) 10.6

272,891 1.1 272,891 2.0 積   立  金 557,635 2.4 2,907

207,359 0.9 177,129 1.3 投資及び出資金 321,497 1.4 321,497 316,941 (2.3) 2.3

普通交付税 177,129 0.7 177,129 1.3 貸    付    金 117,178 0.5

特別交付税 30,230 0.1 0 0.0 繰    出    金 3,097,181 13.3 2,781,777 2,284,764 (16.6) 16.3

14,634,317 60.3 13,602,671 98.8 前年度繰上充用金 経常収支比率

9,712 0.0 9,712 0.1 投資的経費 3,800,603 16.3 1,150,327 (95.0) 93.2

分担金・負担金 80,243 0.3 うち人件費 57,919 0.2 52,418 経常経費充当一般財源等

使    用    料 323,961 1.3 47,281 0.3 普通建設事業費 3,800,603 16.3 1,150,327 13,081,891 千円

手    数    料 135,748 0.6 内     補  助 1,310,994 5.6 75,012 （ ）内は、減税補てん債等を除いた数値

国 庫 支 出 金 2,925,095 12.0     単  独 2,376,224 10.2 1,065,953

国有提供交付金 訳     県　営 113,385 0.5 9,362 一般財源総額

県  支  出  金 1,351,392 5.6 災害復旧事業費 0.0 15,362,205 千円

財  産  収  入 593,204 2.4 104,230 0.8 失業対策事業費

寄    附    金 347,712 1.4

繰    入    金 267,819 1.1

繰    越    金 476,270 2.0

諸    収    入 1,270,337 5.2 3,007 0.0

地    方    債 1,895,520 7.8

  合     計 24,311,330 100.0 13,766,901 100.0   合      計 23,327,931 100.0 15,362,205

   区      分 決 算 額 増 減 率
基準税額×

100/75
超過課税分
収入済額

決 算 額 構 成 比

千円 ％ ％ 千円 千円 千円 ％ 千円

普   通   税 11,654,614 92.09 2.4 11,599,015 189,168 0.8

市町村 個人分 3,310,979 26.16 2.0 3,472,381 2,417,412 10.4

内 民  税 法人分 699,399 5.53 △7.1 789,799 7,418,567 31.8

固定資産税 7,030,692 55.55 3.9 6,676,159 2,499,039 10.7

軽自動車税 163,125 1.29 5.0 164,064 39,812 0.2

市町村たばこ税 450,419 3.56 △2.8 496,612 1,246,682 5.3

鉱  産  税 879,411 3.8

訳 特別土地保有税 2,285,025 9.8

法定外普通税 837,952 3.6

目   的   税 1,001,416 7.91 3.4 3,041,473 13.0

入  湯  税 0 0.0

内 事業所税 2,084,555 8.9

都市計画税 1,001,416 7.91 3.4 388,835 1.7

訳 水利地益税

旧法による税

12,656,030 100.0 2.5 11,599,015 23,327,931 100.0

　　区　　分 現年課税分 滞納繰越分

均 等 割 3，500円 均 等 割 ％ ％ ％

標準税率に 99.3 29.9 98.2

所 得 割 対する比率

1.00

固 定 資 産 税

(4号)    150,000円
 合      計

（税　全　体） 99.6 31.0

(2号)    120,000円

 固 定 資 産 税 99.7 32.8 99.3(3号)    130,000円

徴
　
収
　
率

  合  計

市
町
村
民
税

個
人
分

市
町
村
民
税

法
人
分

 市 町 村 民 税(1号)     50,000円

98.9(5号)    160,000円

諸 支 出 金 388,835

前 年 度 繰 上 充 用 金

(6号)   400,000円

(7号)   410,000円

(8号) 1,750,000円

(9号) 3,000,000円

合     計     合        計 15,362,205

教 育 費 1,500,397

災 害 復 旧 費

公 債 費 2,084,013

商 工 費 463,051

土 木 費 1,837,759

消 防 費 816,013

衛 生 費 2,212,576

労 働 費 6,773

農 林 水 産 業 費 557,661

議 会 費 189,168

総 務 費 1,500,693

民 生 費 3,805,266

交通安全対策特別交付金

目      的      別      歳      出

構 成 比   区      分 充当税等額

市           町           村           税

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

軽油 ･自動車取得税交付金 

地方特例交付金

地 方 交 付 税 

  小      計

自動車税環境性能割交付金 

　知多信用金庫あすか台支店

 歳                            入           性         質        別        歳         出

構 成 比 経 常 収 支 比 率

地 方 税

適       用       税       率       の       状       況

法人税割

9.7/100

1.4/100

  常　滑　市

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金


